
 

 

平成２７年(暦年)における政府調達実績 

 

本調査は、政府調達に関する自主的措置である「物品に係る政府調達手続について

(運用指針)」、「日本の公共部門における電気通信機器及びサービスの調達に関する

措置」及び「日本の公共部門における医療技術製品及びサービスの調達に関する措置」

（注１）が適用される物品及びサービスの調達を対象としている。 

即ち、別表に掲げる国、特殊法人等の上記措置対象機関による下記に掲げる基準額

以上の物品・サービスの調達契約（注２）に係る統計調査として行われている。 

 

平成 27 年１月１日から同年 12 月 31 日までの期間：10 万ＳＤＲ(1,300 万円) 

 

（注１）これらの措置は、「政府調達手続に関する運用指針等について」（平成 26

年３月 31 日関係省庁申合せ）別紙１、別紙５及び別紙６に引き継がれている。 

（注２）公共事業（設計・コンサルティングを含む）に係る調達は調査対象となって

いない。 

 

 

 

 

資料１



               （別表） 

調査の対象機関（154） 

中央政府（25） 特殊法人等（40） 独立行政法人（89） 
衆議院 

参議院 

最高裁判所 

会計検査院 

内閣 

人事院 

内閣府 

宮内庁 

公正取引委員会 

特定個人情報保 

護委員会 

国家公安委員会 

（警察庁） 

金融庁 

消費者庁 

復興庁 

総務省 

法務省 

外務省 

財務省 

文部科学省 

厚生労働省 

農林水産省 

経済産業省 

国土交通省 

環境省 

防衛省 

北海道旅客鉄道株式会社 

東日本旅客鉄道株式会社 

東海旅客鉄道株式会社 

西日本旅客鉄道株式会社 

四国旅客鉄道株式会社 

九州旅客鉄道株式会社 

日本貨物鉄道株式会社 

日本たばこ産業株式会社 

日本電信電話株式会社 

地方公共団体金融機構 

沖縄振興開発金融公庫 

株式会社日本政策投資銀行 

株式会社国際協力銀行 

東日本電信電話株式会社 

西日本電信電話株式会社 

株式会社日本政策金融公庫 

社会保険診療報酬支払基金 

放送大学学園 

日本中央競馬会 

農林漁業団体職員共済組合 

消防団員等公務災害補償等 

共済基金 

地方競馬全国協会 

日本私立学校振興 

・共済事業団 

日本郵政公社を承継した機関

成田国際空港株式会社 

日本環境安全事業株式会社 

東京地下鉄株式会社 

国立大学法人 

大学共同利用機関法人 

東日本高速道路株式会社 

中日本高速道路株式会社 

西日本高速道路株式会社 

首都高速道路株式会社 

阪神高速道路株式会社 

本州四国連絡高速道路 

株式会社 

日本アルコール産業株式会社

競輪振興法人 

小型自動車競走振興法人 

全国健康保険協会 

日本年金機構 

国立公文書館 

酒類総合研究所 

国立特別支援教育総合研究所 

大学入試センター 

国立女性教育会館 

国立科学博物館 

物質・材料研究機構 

防災科学技術研究所 

放射線医学総合研究所 

国立美術館 

教員研修センター 

国立健康・栄養研究所 

種苗管理センター 

家畜改良センター 

水産大学校 

農業生物資源研究所 

農業環境技術研究所 

国際農林水産業研究センター 

森林総合研究所 

水産総合研究センター 

経済産業研究所 

工業所有権情報・研修館 

日本貿易保険 

産業技術総合研究所 

製品評価技術基盤機構 

土木研究所 

建築研究所 

交通安全環境研究所 

海上技術安全研究所 

港湾空港技術研究所 

電子航法研究所 

航海訓練所 

航空大学校 

国立環境研究所 

駐留軍等労働者労務管理機構 

自動車検査独立行政法人 

統計センター 

造幣局 

国立印刷局 

水資源機構 

鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

科学技術振興機構 

国際協力機構  

福祉医療機構  

農畜産業振興機構 

北方領土問題対策協会 

国民生活センター 

理化学研究所 

国際交流基金 

日本芸術文化振興会 

日本学術振興会 

日本スポーツ振興センター 

国立重度知的障害者総合施設 

のぞみの園

農業者年金基金 

日本貿易振興機構  

新エネルギー・産業技術総合開発機構

国際観光振興機構  

労働政策研究・研修機構 

勤労者退職金共済機構 

原子力安全基盤機構  

石油天然ガス・金属鉱物資源機構 

環境再生保全機構 

労働者健康福祉機構 

日本学生支援機構 

情報通信研究機構 

国立高等専門学校機構 

大学評価・学位授与機構 

国立大学財務・経営センター 

国立病院機構 

中小企業基盤整備機構 

都市再生機構 

奄美群島振興開発基金 

日本原子力研究開発機構 

日本高速道路保有・債務返済機構 

国立青少年教育振興機構 

海技教育機構 

年金積立金管理運用独立行政法人 

労働安全衛生総合研究所 

農業・食品産業技術総合研究機構 

住宅金融支援機構 

国立文化財機構 

農林水産消費安全技術センター 

国立がん研究センター 

国立循環器病研究センター 

国立精神・神経医療研究センター 

国立国際医療研究センター 

国立成育医療研究センター 

国立長寿医療研究センター 

高齢・障害・求職者雇用支援機構 

(注１) 平成 27 年中の対象機関（機関名は、平成 27 年 1 月 1 日現在）。 

（注２）東日本旅客鉄道株式会社・東海旅客鉄道株式会社・西日本旅客鉄道株式会社については、平成 27 年 2 月 14 日をもっ

て「政府調達手続に関する運用指針等について」（平成 26 年３月 31 日関係省庁申合せ）の対象機関から削除された。 



１．総額及び総件数 

 

平成 27 年における物品等に係る政府調達総額は約 20,106 億円（前年比 5.4％増）

であった。総件数は 15,392 件（前年比 1.4％減）であった。 

 

    表１  政府調達の総額及び総件数                          （単位：億円又は件） 

区      分 平成２２年 平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 

 

政府調達総額
 

（前年比、％） 

 

１５，６３０ 

（-１５．７） 

 

１４，１１０

(-９．７) 

 

１８，３４４ 

(＋３０．０)

 

２０，５７０

(＋１２．１) 

１９，０８２ 

(-７．２) 

２０，１０６ 

(＋５．４) 

 

政府調達総件数 
 

（前年比、％） 

 

１３，２４９ 

（-８．４） 

 

 

１２，６１３

(-５．０) 

 

 

１４，６４０

(＋１６．１)

  

 

１７，８１１

(＋２１．７) 

 

１５，６１３ 

(－１２．３) 
１５，３９２ 
（－１．４） 

 

 

２．物品・サービス別、契約形態別の調達割合 

 

競争契約と随意契約の比率については、調達の対象が物品であるかサービスである

かによって異なっている。平成 27 年においては、物品については件数ベースで約 90%

が、金額ベースで約 89%が一般競争契約により調達されている。他方、サービスにつ

いては、件数ベースで約 61%が、金額ベースで約 59%が一般競争契約により調達され

ている。 

 

表２ 物品・サービス別、契約形態別調達割合             （上段：件数、下段：億円）    

 一般競争契約 指名競争契約 随意契約 合計 

物品 8,625(90.2) 0(0.0) 941(9.8) 9,566 

 7651(89.4) 0(0.0) 903 (10.6) 8,554 

サービス 3,563 (61.2) 35 (0.6) 2,228 (38.2) 5,826 

 6,787 (58.7) 41 (0.4) 4,725 (40.9) 11,552 

合計 12,188 (79.2) 35 (0.2) 3,169 (20.6) 15,392 

 14,438 (71.8) 41 (0.2) 5,627 (28.0) 20,106 

(注 1) （ ）内は割合（％） 

(注 2) 四捨五入により、金額の合計が一致しない場合及び百分率の合計が 100％にならない

場合がある。 

 

 



３．契約形態別調達割合の推移（過去 5年間） 

 

一般競争契約の割合は、平成 27 年において件数ベースで約 79%、金額ベースでは

約 72%となっている。 

 

表３－１ 

 

 

表３－２ 

 



４．指名競争契約の事由別内訳 
 

指名競争契約は低い水準で推移し、平成 27 年も総件数の 1％未満であった。 

 

表４－1   指名競争契約の総件数               （単位：件、％） 

 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 

総  件  数 66 (0.4) 78（0.4） 35(0.2) 

(注) （ ）内は、指名競争契約総件数／政府調達総件数（％） 

 

表４－２   指名競争契約の事由別内訳             （単位: 件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．随意契約の事由別内訳 
 

随意契約を採用した事由としては、「ＷＴＯ政府調達に関する協定」第 15 条に列

記されている事由のうち、「美術品若しくは特許権等の排他的権利の保護との関連又

は技術的な理由により特定の供給者によってのみ供給可能」が最も多く約 45％を占

めている。 

 

  表５   随意契約の事由別内訳 

事     由 

平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 

件数 件数 件数 

構成比（％） 構成比（％） 構成比（％） 

公開入札若しくは選択入札に応ずる入札が

ない場合等 

６２５ ６１４ ５２４ 

２１．０ ２０．６ １６．５ 

美術品若しくは特許権等の排他的権利の保

護との関連又は技術的な理由により特定の

供給者によってのみ供給可能 

１，１９５ １，３３０ １，４１６ 

４０．１ ４４．６ ４４．７ 

緊急な理由のため公開入札又は選択入札

の手続によっては必要な期間内に産品入手

ができない 

１０８ １０７ ４４４ 

３．６ ３．６ １４ 

供給者の変更により、既存の供給品や設備

との互換性が損なわれる場合 

９９１ ８３６ ７３８ 

３３．３ ２７．９ ２３．３ 

機関の要請により研究・開発された原型・最

初の産品を当該機関が調達する 

１３ １０ ５ 

０．４ ０．３ ０．２ 

そ    の    他 
４７ ９０ ４４ 

１．６ ３．０ １．４ 

合           計 ２，９７９ ２，９８７ ３，１７１ 

事     由 平成 27 年 

契約の性質又は目的により競争に加わるべき 

者が少数で一般競争に付することが不適当 
33 

一般競争に付することが不利と認められる 2 

そ  の  他 0 

総  件  数 35 



６．外国企業からの調達割合 

 

平成 27 年における外国企業からの調達割合は、件数ベースで 3.7％、金額ベース

で 2.5％となっている。 

 

表６－１   外国企業からの調達割合                                  （単位：％） 

区    分 
平成２５年 平成２６年 平成２７年 

金額ベース 件数ベース 金額ベース 件数ベース 金額ベース 件数ベース 

外国業者割合 ３．０ ２．９ ３．３ ５．１ ２．５ ３．７ 

 

  

表６－２   外国企業の国籍別シェア 

 件数 金額（億円） 

米国 183 286.0 

ＥＵ 231 187.1 

その他 153 22.0 

合計 567 495.1 

 

 

７．外国企業の応札率、落札率等 

 

一般競争入札における外国企業の応札率、落札率は共に低い水準にとどまっている。 

一方、平成 27 年においても一般競争入札における外国企業の応札率より落札率は

高くなっている。 

 

表７ 外国企業の応札率、落札率等（平成２７年）            (単位：％) 

契約形態 
応札率 

（（ ）内は前年） 

落札率又は契約率 

（（ ）内は前年） 

一般競争契約 ０．５（0.7） ０．７ (1.1) 

随意契約 － ６．４ （6.5） 

          （注）  応札率 ＝ 応札した外国企業延べ数／応札した全企業延べ数 

               落札率 ＝ 外国企業が落札した総件数／競争契約総件数 

                契約率 ＝ 外国企業と契約した件数／随意契約総件数 

 



８．外国物品・サービスの割合 

 

平成 27 年における外国物品・サービスの調達総額に占める割合は 4.9％、件数で

は 9.9％であった。また、外国物品の物品調達総額に占める割合は 7.8％、件数では

13.8％であった。 

 

 

          表８  外国物品・サービスの割合                          （単位：％） 

 平成２５年 平成２６年 平成２７年 

金額ベース ８．０ （１３．９） ６．９（１０．４） ４．９（７．８） 

件数ベース １３．４（１７．９） １１．０(１５．３) ９．９（１３．８） 

 (注) （  ）は物品のみに係る実績 



９．外国物品・サービスの原産地別内訳 

 

平成 27 年に調達された外国物品・サービスのうち、米国を原産地とした物品及び

サービスが金額ベースで約 55%、件数ベースで約 37%を占めている。 

 

         表９－１  外国物品・サービスの原産地別内訳（金額ベース） 
                     （単位：億円、％） 

原産地 

平成２５年 平成２６年 平成２７年 

金      額 金      額 金      額 

構  成  比 構  成  比 構  成  比 

米      国 
７２２．４ ５９９．３ ５４１．１ 

４３．８ ４５．６ ５５．０ 

Ｅ       Ｕ 
６２２．９ ５０２．２ ３２５．５ 

３７．７ ３８．２ ３３．１ 

そ  の  他 
３０５．０ ２１３．８ １１７．８ 

１８．５ １６．３ １２．０ 

合      計 １，６５０．２ １３１５．３ ９８４．３ 

 

 

表９－２  外国物品・サービスの原産地別内訳（件数ベース） 
                                                    （単位：件、％） 

原産地 

平成２５年 平成２６年 平成２７年 

件      数 件      数 件      数 

構  成  比 構  成  比 構  成  比 

米      国 
９６５ ６３２ ５５６ 

４０．３ ３６．８ ３７．０ 

Ｅ       Ｕ 
７１７ ４５０ ３８５ 

３０．０ ２６．２ ２５．６ 

そ  の  他 
７１１ ６３４ ５６１ 

２９．７ ３６．９ ３７．４ 

合      計 ２，３９３ １，７１６ １，５０２ 

 

 



10．物品の品目別の調達額及び外国割合 

 

平成 27 年における我が国の物品に係る政府調達実績（金額ベース）を品目別に分

け、更にそれぞれの品目における外国製物品の割合を示したものが表 10 である。 

物品の調達総額は約 8,424 億円であったが、調達額の最も大きい品目は、「事務用

機器及び自動データ処理機械」（例：パソコン、プリンター、映写用スクリーン）で

あり、調達総額の約 28.6％を占めている。 

また、外国製物品の割合が高い品目としては、「医療用又は獣医用の機器」（約

29％）などが挙げられる。 

 

表１０ 物品の品目別調達額（平成２７年）                                     （単位：億円、％） 

品目分類 
調達額 

（前年との差） 

内、外国物品 

割合 

農水産品及び加工食品 １８．４（+0.8） 1.8 

鉱物性生産品 ２８８．８（-384.7） 19.2 

化学工業の生産品 ４１．４（+0.6） 2.2 

医薬品及び医療用品 ３６４．２（-117.8） 16.5 

人造樹脂、ゴム、皮革、毛皮及びこれらの製品 ３８．５（-6.9） 0.0 

木材及びその製品、製紙用原料並びに紙製品 １９３．２（+10.3） 0.1 

かばん類並びに紡織用繊維及びその製品 ８２．３（-2.6） 2.5 

石、セメントその他これらに類する材料の製品、陶磁器製品並び

にガラス製品及びその製品 
３．２（+1.3） 0.0 

鉄鋼及びその製品 ８５．６（-43.2） 0.2 

非鉄金属及びその製品 ３９．２（-9.5） 0.0 

動力発生用機器 ４７．７（-35.6） 0.0 

特定産業用機器 ４５．９（+22.0） 14.7 

一般産業用機器 ２２６．５（+35.0） 1.3 

事務用機器及び自動データ処理機械 
２，４１１．４ 

（+228.2） 
2.6 

電気通信用機器及び音声録音再生装置 ４９６．３（+37.6） 6.1 

電気機器及びその他の機械 ２２７．２（+13.1） 6.9 

道路走行用車両 ４１０．３（-54.3） 0.0 

鉄道用車両及びその附属装置 ２．２（-134.2） 0.0 

航空機及びその附属装置 １２２．８（+74.3） 2.1 

船舶及び浮き構造物 ７３．１（-45.5） 0.0 

衛生用品、暖房器具及び照明装置 ８．５（+6.6） 2.6 

医療用又は獣医用の機器 ７３６（+80.3） 29.2 

家具等 ７４．１（-30.3） 0.6 

科学用又は制御用の機器 
６５２．３ 

（-614.3） 
22.3 

写真用機器、光学用品及び時計 ５８．３（+29.6） 1.4 

その他の物品 
１，６７６．６ 

（-70.0） 
3.3 

合計 
８，４２３．９ 

（-1,009.4） 
7.8 



11．サービスの種類別の調達額及び外国割合 

 

平成 27 年における我が国のサービスに係る政府調達実績（金額ベース）を種類別

に分け、あわせて外国サービスの割合を示したものが表 11 である。 

サービスの調達総額は約 11,596 億円であったが、そのうち約 7,792 億円（約 67％）

を「電子計算機サービス及び関連のサービス」（例：コンピュータプログラミング、

データ処理）が占めている。 

 

  

     表１１  サービスの種類別調達額（平成２７年）                  （単位：億円、％） 

種類 
調達額 

（前年との差） 

内、外国サービス

割合 

自動車の保守及び修理のサービス ３．６（-16.3） ０．０ 

ﾓｰﾀｰｻｲｸﾙ(原動機付自転車を含む)並びにカタビラ及びそり

を有する軽自動車の保守及び修理のサービス 
０．０（0.0） ― 

その他の陸上運送サービス（郵便の陸上輸送を除く） １０８．４（-3.2） ０．０ 

運転者を伴う海上航行船舶の賃貸サービス ７．９（+6.8） ０．０ 

海上航行船舶以外の船舶（運転者を伴うもの）の賃貸サービ

ス 
１．５（+1.5） ０．０ 

航空運送サービス（郵便の航空運送を除く） ２２．８（-14.0） ７．８ 

貨物運送取扱いサービス ４７．３（+27.1） １．３ 

クーリエサービス ３．６（+1.9） ７．１ 
電気通信サービス １３５．１（+74.8） １８．４ 

電子計算機サービス及び関連のサービス 
７，７９１．９ 

（-684.2） 
３．８ 

市場調査及び世論調査のサービス １８（-25.2） ２．８ 

広告サービス ５３２（+49.5） ０．０ 

装甲車による運送サービス ４７．５（-147.1） ０．０ 

建築物の清掃サービス ３６２（-309.7） ０．０ 

出版及び印刷のサービス １８０．４（-14.4） ０．２ 

金属製品､機械及び機器の修理のサービス １１８．５（-49.2） １．０ 

汚水及び廃棄物の処理､衛生その他の環境保護サービス 
１，８０４．２

（+1,514.6） 
０．０ 

その他電気通信措置、医療技術措置に係るサービス ４１１.５（-245.9) ０．１ 

合計 
１１，５９６．１ 

（+2,055.9） 
２．８ 

 



12．物品の品目別の調達件数及び外国割合 

 

平成 27 年における我が国の物品に係る政府調達実績（件数ベース）を品目別に分

け、更にそれぞれの品目における外国製物品の割合を示したものが表 12 である。 

物品の調達総件数は 9,492 件であったが、特に調達件数の多い品目は、「鉱物性生

産品」（例：土石類、原油、重油、金属鉱）、「科学用又は制御用の機器」（例：光

学機器、計測機器、分析装置）、「事務用機器及び自動データ処理機械」（例：パソ

コン、プリンター、映写用スクリーン）及び「医療用又は獣医用の機器」（例：放射

線治療装置、内視鏡装置、超音波診断装置）であり、同品目だけで調達総件数の約

42％を占めている。 

 

外国製物品の割合が特に高いのは「鉱物性生産品」（約 38％）、「科学用又は制

御用の機器」（約 29％）などが挙げられる。 

 

表１２ 物品の品目別調達件数（平成２７年）                                     （単位：件、％） 

品目分類 
調達件数 

（前年との差） 

内、外国物品 

割合 

農水産品及び加工食品 ５５（+27） 3.6  

鉱物性生産品 １，１７４（-148） 38.0  

化学工業の生産品 ２１３（+12） 8.0  

医薬品及び医療用品 ３８６（-21） 26.9  

人造樹脂、ゴム、皮革、毛皮及びこれらの製品 ５２（+5） 0.0  

木材及びその製品、製紙用原料並びに紙製品 ４５１（+26） 0.4  

かばん類並びに紡織用繊維及びその製品 ２２８（+51） 1.8  

石、セメントその他これらに類する材料の製品、陶磁器製品並び

にガラス製品及びその製品 
２９（+10） 0.0 

鉄鋼及びその製品 ５０（-4） 2.0  

非鉄金属及びその製品 ６２（-19） 0.0  

動力発生用機器 ５５（-17） 0.0  

特定産業用機器 ７２（+2） 6.9  

一般産業用機器 ２０９（-93） 1.0  

事務用機器及び自動データ処理機械 ８９０（-118） 5.2  

電気通信用機器及び音声録音再生装置 ４０３（+22） 6.2  

電気機器及びその他の機械 ３４０（-21） 10.0  

道路走行用車両 ３５３（-53） 0.0  

鉄道用車両及びその附属装置 ３（-25） 0.0  

航空機及びその附属装置 ４４（+30） 2.3  

船舶及び浮き構造物 ７（-12） 0.0  

衛生用品、暖房器具及び照明装置 １５（+6） 6.7  

医療用又は獣医用の機器 ８０３（-82） 26.4  

家具等 １６７（-46） 0.6  

科学用又は制御用の機器 １，０８２（-317） 28.9  

写真用機器、光学用品及び時計 ３１（-13） 9.7  

その他の物品 ２，３１８（+159） 3.8  

合計 ９，４９２（-3,082） 13.8  



13．サービスの種類別の調達件数及び外国割合 

 

平成 27 年における我が国のサービスに係る政府調達実績（件数ベース）を種類別

に分け、あわせて外国サービスの割合を示したものが表 13 である。 

サービスの調達総件数は 5,668 件であったが、そのうち「電子計算機サービス及び

関連のサービス」（例：コンピュータプログラミング、データ処理）分野における調

達が総件数の約 57％を占めている。 

 

 

表１３  サービスの種類別調達件数（平成２７年）                     （単位：件、％） 

種類 
調達件数 

（前年との差） 

内、外国サービス

割合 

自動車の保守及び修理のサービス ２３（＋１１） ０．０ 

ﾓｰﾀｰｻｲｸﾙ(原動機付自転車を含む)並びにカタビラ及びそりを有

する軽自動車の保守及び修理のサービス 
０（0） ― 

その他の陸上運送サービス（郵便の陸上輸送を除く） １７２（-１９） ０．０ 

運転者を伴う海上航行船舶の賃貸サービス ５（＋１） ０．０ 

海上航行船舶以外の船舶（運転者を伴うもの）の賃貸サービス ６（＋６） ０．０ 

航空運送サービス（郵便の航空運送を除く） １６（-２０） １８．８ 

貨物運送取扱いサービス １１９（＋１８） ０．８ 

クーリエサービス １０（＋４） １０．０ 

電気通信サービス １２４（＋２８） ２１．８ 

電子計算機サービス及び関連のサービス ３，２４５（＋２２５） ４．８ 

市場調査及び世論調査のサービス ４８（＋１０） ２．１ 

広告サービス ４３３（＋２９） ０．０ 

装甲車による運送サービス ３５（-４） ０．０ 

建築物の清掃サービス ５１８（-１８９） ０．０ 

出版及び印刷のサービス ３０３（＋４６） ０．７ 

金属製品､機械及び機器の修理のサービス ２３３（＋１１） ０．９ 

汚水及び廃棄物の処理､衛生その他の環境保護サービス ２５１（＋２） ０．０ 

その他電気通信措置、医療技術措置に係るサービス １２７（-５） ０．８ 

合計 ５，６６８（＋１９２） ３．４ 

 

 



14．総合評価落札方式の実施状況 
 

最低価格落札方式だけでは十分対応できないと認められる調達においては、総合評

価落札方式を活用することが「物品に係る政府調達手続について（運用指針）」の中

で勧奨されている。また、コンピュータ製品及びサービス、電気通信機器及びサービ

スの分野並びに医療機器及びサービスの分野においては、高額案件（注）について、

総合評価落札方式の適用が義務づけられている。 

平成 27 年において、総合評価落札方式は 867 件の調達に採用されており、総調達

件数の約 5.6％を占めた。また、その内 80 件においては外国製物品・サービスが落

札された。 

 
(注) コンピュータ製品及びサービスについては 80 万 SDR、電気通信機器及びサービス並び

に医療機器及びサービスについては、平成 10 年 4月 1日以降 38.5 万 SDR を超える予定

案件 

 

  表１４   総合評価落札方式の実施状況 

 
総件数 

平成２５年 平成２６年 平成２７年 

国内・外国別 
国内製物品・サービス ９０８ ９００ ７８７ 

外国製物品・サービス １６０ ９２ ８０ 

合       計 １，０６８ ９９２ ８６７ 

調達総件数に占める割合（％） ６．０ ６．４ ５．６ 

 



15．招請への対応状況 

 

入札前に実施している資料提供招請及び仕様書案への意見招請への対応状況はそ

れぞれ表 15－1 及び表 15－2 のとおり。 

 
表１５－１   資料提供招請への対応状況                    （件数） 

 平成２５年 平成２６年 平成２７年 

日本企業のみ応じた ３２１ ２１３ ２１３ 

外国企業のみ応じた ８ ３ ０ 

双方が応じた ６３ ９ １０ 

双方応じず １０ ９ １１ 

合   計 ４０２ ２３４ ２３４ 

 

表１５－２  仕様書案に対する意見招請への対応状況          （件数） 

 平成２５年 平成２６年 平成２７年 

日本企業のみ応じた ８８６ ７２４ ６８０ 

外国企業のみ応じた ２５ ９ ８ 

双方が応じた １２１ ５５ ４７ 

双方応じず ２４４ ２５１ １４５ 

合   計 １，２７６ １，０３９ ８８０ 

 

 

16．平均応札期間 

 

入札公告（公示）の日から起算して入札書が調達機関により受領される期間（応札

期間）については、「ＷＴＯ政府調達に関する協定」上では、40 日以上設けること

とされているが、我が国においては、平成 3 年 11 月の「政府調達に関する申合せ」

により、自主的措置として 50 日以上と定め、平成 4 年 4 月 1 日以降の調達から実施

している。 

過去の平均応札期間を見ると自主的措置としての 50 日以上は常に確保されている。 

      
      表１６ 平均応札期間                           （単位：日） 

 平成２５年 平成２６年 平成２７年 

平均応札期間 ５９．６ ６２．７ ５７．７ 



17．政府調達セミナーへの出席状況 

 

官報公示される政府調達情報を詳細に説明するために、会計年度の当初又は年度の

可能な限り早い時期において、政府調達セミナーが開催されている。政府調達セミナ

ーは外務省及び各調達機関の主催で開催されている（外務省主催のセミナーは平成

28 年７月４日に開催された）。 

 

     表 17  政府調達セミナーへの出席状況 

   区      分 平成２５年 平成２６年 平成２７年 

外務省主催 

国内企業数 ５０ ４４ ４４ 

外国企業数 ４２ ２１ １６ 

その他機関主催 

国内企業数 １６８ ２６８ １７４ 

外国企業数 １２ １９ １６ 

合   計 ２７２ ３５２ ２５０ 

 

 

18．調達実績の大きい機関と調達総額・総件数に占める割合（平成 27 年） 

  

政府調達の実績の大きい機関名とその総額・総件数に占める割合は表 18 に示すと

おりである。 

 

   表 18   調達実績の大きい機関とその割合  

順 位 件 数  金 額 

１ 
国立大学法人 

（15.4%） 

日本郵政株式会社 

（15.8%） 

２ 
国土交通省 

（9.7%） 

国立大学法人 

（11.1%） 

３ 
財務省 

（8.9%） 

国土交通省 

（8.9%） 

４ 
日本郵政株式会社 

（8.1%） 

環境省 

（8.3%） 

５ 
防衛省 

（5.5%）  

財務省 

（6.1%） 

６ 
独立行政法人国立病院機構 

（4.8%） 

経済産業省 

（4.9%） 

７ 
農林水産省 

（3.7%） 

厚生労働省 

（4.8%） 

８ 
厚生労働省 

（2.7%） 

日本年金機構 

（3.3%） 

９ 
法務省 

（2.5%） 

法務省 

（2.7%） 

１０ 
日本年金機構 

（2.3%） 

日本中央競馬会 

（2.4%） 

  （注） （ ）内はそれぞれ調達総件数及び総額に占める割合(％)を示す。 


